
令和７年国勢調査
調査の実施状況（中間報告）

資料１



令和７年国勢調査の概要
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0/20

調査期⽇ 令和７年（2025年）10⽉１⽇（⽔）午前零時現在
調査対象 令和７年（2025年）10⽉１⽇現在、我が国に常住する全ての⼈（回答義務あり）

外国政府の外交使節団・領事機関の構成員等及び外国軍隊の軍⼈・軍属並びにこれらの家族を除く
調査項⽬ ＜世帯員に関する事項＞男⼥の別、出⽣の年⽉、就業状態 など

＜世帯に関する事項＞ 世帯員の数、住居の種類、住宅の建て⽅ など

調査の流れ

調査の⽅法 調査員が全世帯を訪問し、調査票等の調査書類⼀式を配布（９⽉20⽇から配布開始）
調査票の回収は オンライン（インターネット回答）、郵送、調査員

総務省 都道府県 市区町村 指導員 調査員 世帯

※計17項⽬



令和７年国勢調査の取組ポイント
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50 %

インターネット回答の積極的促進

〇簡単で便利なインターネット回答を積極的に促進し、インターネット回答率 を⽬指す
※前回実績

︓37.9％

記載内容等による誘導
デザインや記載内容の⼯夫により、インターネット回答に誘導
（ナッジ理論を活⽤し、世帯がインターネットで回答したくな
る気持ちを醸成）

※前回はいずれも⼿⼊⼒

ログイン情報の⾃動⼊⼒機能の導⼊
システムに簡単にログインできるよう、QRコードを
読み取ることでログイン情報（ログインID・アクセスキー）が
⾃動⼊⼒される機能を導⼊

（注）「QRコード」は（株）デンソーウェーブの登録商標です



インターネット回答状況
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○ 令和７年調査ではインターネット回答率（試算値※）が48.2%と前回実績（37.9％）よ
りも10.3ポイント上回る状況となった。
※令和２年国勢調査の世帯数を分⺟とする試算値である。（令和７年10⽉27⽇24時時点によるもの）

○ 端末別の回答率をみると、スマートフォン（タブレットを含む）から回答をした世帯の割
合は81.7％となっている（図１参照）。

○ さらに、スマートフォン等から回答した世帯のうちQRコードからアクセスした世帯の割
合は92.2%となっている（図２参照）。

図１ 端末別インターネット回答割合 図２ スマートフォン等から回答した
世帯のログイン⽅法割合

81.7%

18.3%
ＰＣ

スマートフォン等
（前回59.3％）

（前回40.7％）

92.2%

7.8%

QRコードから

QRコード
以外から



国勢調査オンライン アンケート結果
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○ 令和７年調査でインターネット回答をした世帯に対し、画⾯の⾒やすさ、操作のしやすさ
等について、アンケートを実施した。

○ 「画⾯の⾒やすさ」については、「⼤変よい」が53.3%（前回43.5%）、「よい」が
32.4%（前回41.8%）で計85.7%（前回85.3%）となっている（図１参照）。

○ 「操作のしやすさ」については、「⼤変よい」が51.4%（前回42.0%）、「よい」が
32.3%（前回40.3%）で計83.7%（前回82.3%）となっている（図２参照）。

○ 「次回もインターネットで回答したいか」については、「はい」が98.8%（前回
98.3%）となっている（図３参照）。

⼤変よい 53.3% よい 32.4% ふつう
13.5%

悪い
0.8%

（前回43.5%） （前回41.8%）

図１ 画面の見やすさ

⼤変よい 51.4% よい 32.3% ふつう
14.7%

悪い
1.6%

（前回42.0%） （前回40.3%）

図２ 操作のしやすさ

はい 98.8%

いいえ
1.2%

（前回98.3%）

図３ 次回もインターネットで回答したいか

85.7%（前回85.3%）

83.7%（前回82.3%）



インターネット回答体験イベントの実施状況
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⃝ 令和７年８⽉16⽇から同年９⽉28⽇まで、全国の主要駅・商業施設において「インター
ネット回答体験イベント」を開催。「国勢調査オンライン」体験版によるインターネット
回答の体験会、チラシ・ノベルティ配布による呼びかけを実施した。

⃝ 全国27会場、のべ58⽇間での開催で、回答呼びかけを約４万⼈に⾏い、インターネット回
答の体験は約1500⼈の参加があった。



郵便局インターネット回答⽀援ブースの設置状況
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○全国300局の郵便局に「インターネット回答⽀援ブース」を開設。チラシ・ノベルティ配
布による来局者への回答呼びかけのほか、調査関係書類を持参した希望者にはブースに設
置したタブレット端末（⼜は利⽤者のスマートフォン）による回答⽀援を実施した。

○９⽉22⽇から10⽉８⽇までの平⽇12⽇間での開設で、来局者への呼びかけを約57万⼈に
⾏い、回答⽀援は約2000⼈の利⽤があった。

郵便局内ATMデジタルサイネージでの広報も実施→



郵送提出調査票の仕分け等業務の実施状況
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○ 令和７年調査では令和２年調査に引き続き、世帯から郵送で提出された調査票
について、市町村の事務負担軽減を図るため、国が委託する⺠間サポート事業
者において⼀元的に受付処理を実施した。

○ 全国４か所に設置した作業拠点において受け付けを⾏い、期間中の受付通数は
約1,910万件で、インターネット回答を積極的に促進したことにより、令和2
年調査（約2,340万件）から約２割の減となった。

＜郵送提出調査票の受付処理の流れ（概略）＞

【調査世帯】
【総務省が設置した

郵便私書箱】 【⺠間サポート事業者】
【市区町村】

（全国４か所の
作業拠点）（全国４か所）

•私書箱からの集荷
•封筒に印字された
QRコードの読み取
りによる提出状況
の把握
•市町村別仕分け、
梱包及び発送



郵送提出調査票の受付状況
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○ ⺠間サポート事業者における期間中の受付状況をみると、10⽉７⽇（1,488,146件）が
期間中最多となっており、９⽉下旬から10⽉上中旬に集中した。

○ 令和２年調査から受付通数が減少したことや、調査区仕分けの割愛による市区町村への
発送早期化を図るなどの取組により、期間全体として⼤きな遅延なく処理を⾏うことが
できた。

1,488,146 
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国勢調査コンタクトセンターの実施状況
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【チャットボット画⾯】○ 令和７年調査では令和２年調査に引き続き、調査に
関する世帯からの照会に対応するため、「国勢調査
コンタクトセンター」を設置した。

○ 令和７年調査においては世帯の利便性向上、電話照
会件数の削減等に資するため、新たにチャットボッ
ト機能（チャット形式による⾃動応答）を導⼊した。

受付期間︓令和７年９⽉16⽇〜令和７年11⽉７⽇

受付時間︓午前９時から午後９時まで
（チャットボットは24時間対応）

対応チャネル︓電話、チャットボット及び
有⼈チャット

（電話は22⾔語に対応）



国勢調査コンタクトセンターの実施状況
（チャットボット運⽤状況）

10調査書類の配布 調査票の回収 未回答世帯からの回収等

○ チャットボットのアクセス件数は約555.5万件で、これを⽇別にみると、９⽉23⽇
（368,383件）に期間中最多となっており、調査書類の配布期間から回答期限（10⽉８
⽇）までの期間にアクセスが集中した。

○ また、アクセス経路についてみると、調査書類に印刷したQRコードからのアクセスと「国
勢調査オンライン」上に表⽰したフローティングバナーからのアクセスが⼤半を占めた。



国勢調査コンタクトセンターの実施状況
（電話対応状況）
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調査書類の配布 調査票の回収 未回答世帯からの回収等

○ 電話照会件数（着信件数）は約70.6万件で、令和２年調査（約100.7万件）⽐で約３割の
減となった。これを⽇別にみると、９⽉24⽇（40,454件）に期間中最多の着信があり、
チャットボットと同様に調査書類の配布期間から回答期限（10⽉８⽇）までの期間に着信
が集中した。

○ 期間中の応答率は99.3％で、運⽤開始直後に電話が集中する時間があったが、期間を通じ
て⾼い応答率を維持した。



外国⼈世帯への対応
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○ 増加する外国⼈世帯への対応とし
て、令和７年調査で新たに『外国
⼈向けリーフレット』を作成し、
外国⼈世帯がリーフレットに記載
されたQRコードを読み取り、「国
勢調査2025キャンペーンサイト」
上に設置した「外国語サポート
ページ」（28⾔語対応）に掲載さ
れた案内に沿って回答可能とした。

○ また、令和２年調査に引き続き、
「国勢調査オンライン」（電⼦調
査票）及び「国勢調査コンタクト
センター」における多⾔語対応を
実施した。

『外国人向けリーフレット』



外国⼈世帯への対応（続き）
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○ 「国勢調査オンライン」は令和２年調査に引き続き、７⾔語に対応した。
○ 外国語版の電⼦調査票で回答した世帯を⾔語別にみると、令和２年調査に⽐べ

英語及びベトナム語の利⽤世帯が増加した。

電子調査票の言語別インターネット回答世帯割合

英語
35.7%

中国語(簡体字)
11.9%

中国語(繁体字) 1.5%
韓国語 2.6%

ベトナム語
22.6%

ポルトガル語
21.4%

スペイン語
4.3%

令和２年
n＝144,520

英語
44.7%

中国語(簡体字) 6.0%中国語(繁体字) 0.8%

韓国語 1.3%

ベトナム語
35.0%

ポルトガル語
10.0%

スペイン語 2.2%
令和７年

n＝357,773



外国⼈世帯への対応（続き）
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○ 「国勢調査コンタクトセンター」においては三者間通話により22⾔語（令和
２年調査は20⾔語）に対応した。

○ 三者間通話の対応件数を⾔語別にみると、令和２年調査に⽐べ英語の利⽤割合
が増加し、ポルトガル語の利⽤割合が減少した。

国勢調査コンタクトセンター 三者間通話対応言語割合（上位５言語）

英語
46.1%

ポルトガル語
18.4%

中国語
8.6%

スペイン語
4.9%

ベトナム語
4.8%

その他
17.2%

n＝1,367

令和７年

英語
23.6%

ポルトガル語
51.1%

中国語
6.9%

スペイン語
12.9%

ベトナム語
2.2%

その他 3.3% n＝1,067

令和２年



広報総合企画の実施状況
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○ 令和７年調査においては、年度で途切れることのない⼀貫性のあるシームレスな広報を展
開するとともに、広報の早期化を実現するため、令和６〜７年度の２か年にわたって同⼀
の広報総合企画請負業者と契約を結んだ。

○ 令和２年調査に引き続き、キャンペーンサイトの開設、デジタル広告やテレビスポット
CMなどのメディアミックスによる広報などを順次展開した。

○ 令和７年調査においては、令和２年調査と⽐べインターネット広告の出稿量を⼤幅に増加
し、時期や訴求対象に合わせた広報キャラクターやメッセージ、出稿媒体などの出し分け
を⾏った。また、動画配信サービスの利⽤拡⼤を踏まえて、NetflixやTverによる広告を
新たに導⼊した。
＜インターネット広告出稿媒体＞

バナー ︓ Google、Yahoo!、X、Smart News、News Picks、趣味⼈倶楽部
動 画 ︓ YouTube、Instagram、Tver、Netflix
リスティング広告 ︓ Google、Yahoo!、Bing

○ 早期から国勢調査の機運醸成を図るため、これ
まで調査実施直前に開催していたキックオフイ
ベントについて、令和７年調査では、総務⼤⾂
出席のもと、調査期⽇の100⽇前（令和７年６
⽉23⽇）にイベントを開催した。



広報総合企画の実施状況（続き）
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令和７年度主な広報実施内容

〇「国勢調査2025キャンペーンサイト」の開設（令和６年９⽉３⽇〜令和７年11⽉７⽇）
〇「国勢調査2025SNS（X（旧Twitter））」の開設（令和７年５⽉30⽇〜11⽉７⽇）キャンペーンサイト

〇調査⽇程に合わせた２種類のCMを全国計60局で放映（令和７年９⽉16⽇〜10⽉８⽇）
〇テレビパブリシティによる番組内告知の実施（全45番組）テレビ

〇バナー広告、動画広告など各種デジタル広告の出稿（令和７年６⽉24⽇〜10⽉８⽇）デジタル広告

〇９⽉20⽇及び10⽉１⽇に全５段広告を全国４紙（朝⽇新聞、読売新聞、毎⽇新聞、⽇本経済新
聞）に掲載新聞

〇外国語放送を⾏う３局（InterFM、FMCOCOLO、LOVE FM）で外国語によるラジオCMを放送ラジオ

〇JR⼭⼿線１編成に⾞体広告を掲出（令和７年９⽉19⽇〜10⽉３⽇）
〇新宿 YUNIKA VISIONにてテレビCM映像を放映（令和７年９⽉20⽇〜９⽉26⽇）交通広告、屋外広告

〇総務⼤⾂及び広報キャラクター４名が登壇した「いざ、国勢調査︕キックオフイベント」の開催
（令和７年６⽉23⽇）イベント
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【マンション関係団体等への協⼒依頼】
○ 令和７年調査では、増加するオートロックマンションにおける円滑かつ確実な調査の実

施に向け、マンション関係団体等に対して主に以下の協⼒を依頼した。

【増加する外国⼈世帯への対応に係る協⼒依頼】
○ 令和２年調査に引き続き、関係府省（出⼊国在留管理庁、外務省、⽂部科学省等）や在

住外国⼈⽀援・交流団体等に対し、外国⼈世帯への調査実施の周知や回答⽀援などの協
⼒を依頼した。

【各府省への協⼒依頼】
○ ６⽉下旬に開催した「令和７年国勢調査各府省連絡会議」等を通じて、関係府省に対し

て所管事項に係る協⼒・⽀援、調査実施の周知に係る協⼒を依頼したほか、全府省に対
して、職員へのインターネット回答の呼びかけに係る協⼒を依頼した。

主な依頼内容時期
「令和７年国勢調査協⼒者会議」を開催し、マンション関係団体（14団体）に対して、
以下の協⼒を依頼した。
①ポスター等の掲⽰ ②調査員の携⾏⽤品に係る情報周知
③連続訪問の許諾及び世帯への事前周知 ④オートロックのドアの解錠
⑤空き室情報等の提供 ⑥不在世帯等に係る情報提供
⑦マンション管理員、管理会社などによる調査事務の実施

令和７年
２⽉14⽇

マンション関係団体のみならず、個別のマンション管理会社（3277社）に対しても、上
記①〜⑦の協⼒を依頼した。

４⽉上旬〜
５⽉中旬
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【サポーター企業・団体の募集】
○ 国勢調査を⽀援していただくサポーター企業・団体を募集し、775企業・団体（前回

677企業・団体）に登録していただいた。
○ サポーター企業・団体には主に以下の⽀援活動を⾏っていただいた。

１ イントラネット、社内報、電⼦メール、朝礼、社内放送などによる社内及びグルー
プ企業の従業員への回答のよびかけ

２ インターネット回答の推進、職場でインターネット回答を⾏うことの許諾
３ 社内エントランスや社員寮などへのポスターの掲⽰、デジタルサイネージなどによ

る広報
○ 活動終了後、特に、円滑な調査の実施への

貢献度が⾼い企業・団体については、総務
⼤⾂名の感謝状を贈呈した。


